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Ａ．研究目的 

本研究の目的は，飲食業の労働災害防止の
ための自主対応を促進するサポートツール
開発とその展開方法を策定するために，チェ
ックリストの試行版を作成し，モデル職場で
実施し，評価することである。そのために，
研究２年目の平成 28 年度には，平成 27 年度

に関連諸団体，中規模および大規模の飲食店
ヒアリングから得られた労働安全衛生対策
の取り組みを踏まえて，最終年度に作成され
る飲食店版安全文化評価ツール，およびアク
ション型チェックリスト開発のエビデンス
（飲食店従業員の生活，業務中の労働負担，
疲労度）を得ることを目的とした。  
 
Ｂ．研究方法 
１．実態調査 

飲食店の特徴として長時間労働や早朝・深
夜勤務が多いことから，これらの特徴を踏ま
えた営業時間の異なる２つの飲食店 A（11 時
～22 時 30 分）と飲食店 B（18 時～2 時）を
対象とし，２週間にわたって，飲食店従業員
（各 8名）の毎日の生活時間，睡眠，疲労感・
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疲労部位を測定した。生活時間は，生活時間
調査票を用いて，飲食店での労働時間，飲食
店以外の副業時間，学習時間，娯楽時間，リ
ラックス時間を１時間精度で記録させた。睡
眠は，アイシン精機社製「眠りモニタ®」を
用いて，自宅で測定し，睡眠変数を求めた。
疲労感，疲労部位は，日本産業衛生学会産業
疲労研究会撰（1970）を用いて，起床時，就
床時の２時点で測定した。 

また労働負担の高かった B 飲食店におい
て，7日間にわたって営業時間中の繁忙時の
動作をビデオ記録，および位置検知装置（富
士通製ロケーションユニット）によって明ら
かにした。ビデオカメラは，1F カウンター
内の厨房，2F 廊下，2F厨房，および 3F厨房
に設置した。また，従業員（計 21 名）に，
自動位置検知装置の端末を装着させ，退勤す
るまで継続的に対象者の店舗内位置を測定
した。得られた位置情報から対象者の移動速
度，移動量，移動頻度，フロア移動等の情報
を算出し，ビデオ画像の観察結果と比較検討
を行った。 

さらには，胸部に M-BIT（人間と科学の研
究所社製）を装着して，B飲食店の従業員（８
名）の業務中の労働負担（前傾姿勢，心拍数，
体表面温度）を評価した。 
 
２．飲食店向け安全文化評価ツール，職場改
善チェックリスト試行版の作成 

弊所で開発してきた安全文化評価ツール
（2015）の基本概念，評価構造，項目を基に，
平成 27 年度の飲食店をフィールドとした面
接調査結果を念頭に置き，評価構造の簡易化
と項目の選定を行った。 

また同様に弊所が開発した「人間工学チェ
ックポイント第２版（2014）」，「メンタルヘ
ルスに役立つ職場ドック（2015）」を基に，
平成 27 年度に行った面接調査の知見を取り
込んで，飲食店向け職場改善チェックリスト
の試行版を作成した。 

 
３．飲食店向け安全文化評価ツール試行版，
飲食店向け職場改善チェックリスト試行版
の実施 

社員・契約社員 5000 名，約 200 店舗規模
の企業が所属する飲食店グループをモデル
研究とし，350 部の質問紙を送付して，項目
案に対する必要性を評価させ,試行版におけ
る項目の精緻化を行った。 

 
４．面接調査 

飲食店向けの安全文化評価ツール，アクシ
ョン型チェックリストをさらにブラッシュ
アップするために，現場での意見聴取として
の半構造化面接を行った。飲食店向け安全文
化評価ツール試行版，飲食店向け職場改善チ
ェックリスト試行版を作成後、小規模飲食店
２店舗に勤務する店長を含む５名に対して
最大 90 分の半構造化面接調査を行った。面
接調査は，人間工学，産業保健および産業心
理学の研究者が面接の事前に店舗を訪れて，
店長と協議し，労働安全衛生上問題の箇所，
またこれまでの調査事例から得た良好事例
の箇所の写真を撮り，それをまとめた写真集
を基に行った。 
 
（倫理面での配慮） 

公益財団法人大原記念労働科学研究所「調
査のための倫理委員会」にて審査され，承認
を得た。各調査については，口頭及び書面で
説明し，書面で同意を得た。 
 
Ｃ．研究結果 
１．実態調査の結果 
（１）AB飲食店調査 

図１に飲食店Aと飲食店Bの生活時間構造
を示した。営業時刻が遅く通常の睡眠時刻帯
に労働時間がある飲食店 B（18 時～２時）で
は，全体的に長時間労働する従業員は少なく，
営業時刻が早い飲食店 A（10 時 30 分～22時
30 分）より，1日あたりの労働時間が有意に
短かった（p<0.01）。また飲食店 Bでは，営
業時刻が遅く，業務開始までの時間が長いこ
とから，副職時間が長く（p<0.01），リラッ
クス時間も長いこと（p<0.05）が特徴であっ
た。しかしながら，飲食店 Bの従業員は，営
業開始時刻までの時間を外出するなどして
娯楽に使うことがなかった。そのため娯楽時
間は，両飲食店でも変わらなかった（飲食店
A=1.6 時間，飲食店 B=1.5 時間）。 

疲労感については，B飲食店の従業員は A
飲食店の従業員に比して労働時間が有意に
短く（p<0.01），リラックス時間が有意に長
いこと（p<0.05）が特徴であったにも関わら
ず，店舗による違いは示されず，いずれの店
舗でも起床時よりも就寝時に有意に高かい
という通常の疲労発生－進展－回復パター
ンを示した（p<0.05）。また疲労感の下位項
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目である狭義の疲労，ストレス，身体への影
響での店舗による違いは示されなかった。 
 

 
図 1．A，B飲食店の生活時間 

 
図２に疲労部位の結果について示した。B

飲食店の従業員は，A飲食店の従業員よりも
労働時間が有意に短い（p<0.01）にも関わら
ず，立作業の影響を受ける左足・足首
（p<0.01），左下腿（p<0.001），右足・右足
首（p<0.01），右下腿（p<0.001）の訴え率が
有意に高かった。またこれらの４つの部位は，
起床時より就床時に有意に高く飲食店勤務
の影響を受けていた（p<0.01）。 

 

 
図２．A，B飲食店の疲労部位 

 
 

図３にA飲食店店長，図４にB飲食店店長，
図５に A飲食店アルバイト，図６に B飲食店
アルバイトにおける 2週間にわたる勤務時
間と睡眠時間の分布を示した。 

A飲食店の店長の勤務時間と睡眠時間の分
布（図３）の特徴は，労働時間に長短がある
こと，また休日が多いことであった。とりわ
け翌日が休日の場合は，労働時間が長くなり，
かつ睡眠開始時刻が遅くなる傾向があった。 

 

 
図３．A飲食店店長の勤務と睡眠 

 
一方，B飲食店の店長の勤務時間と睡眠時

間の分布（図４）の特徴は，睡眠開始時刻が
B飲食店の営業時間が遅い（18時～２時）こ
とから，大幅に遅延していることであった。
その傾向は，A飲食店の店長とは異なり，翌
日が休日の場合でも，通常の睡眠開始時刻に
戻らずに，継続している特徴があった。 

 

 
図４．B飲食店店長の勤務と睡眠 

 
A飲食店のアルバイトの勤務時間と睡眠時

間の分布（図５）も A飲食店の店長と同様に，
翌日が休日の場合は，労働時間が延長し，睡
眠開始時刻が遅くなる傾向を示した。 

一方，睡眠開始時刻は A飲食店の店長より
遅延する傾向が見て取れた。 

 

 
図５．A飲食店アルバイトの勤務と睡眠 
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B飲食店のアルバイトの勤務時間と睡眠時
間の分布は，労働時間が短いものの，B飲食
店店長と同様に，睡眠時刻が遅延し，翌日が
休日であっても B飲食店の店長と同様に，そ
の傾向が継続する傾向が見て取れた。 

 

 
図６．B飲食店アルバイトの勤務と睡眠 

 
 

表 1．A飲食店と B 飲食店の睡眠変数 

 
 

表１に A飲食店（8名）および B飲食店（8
名）の従業員における睡眠変数の比較を行っ
た。その結果，遅い時刻帯に営業が開始され
る B飲食店（18時～２時）の従業員の睡眠
開始時刻は，有意に A飲食店より遅延してい
た（p<0.05）。また B飲食店の従業員の睡眠
時間（p<0.001），中途覚醒時間（p<0.01），
睡眠段階２（p<0.01）は有意に A飲食店の従
業員より長かった。一方，レム睡眠は有意に
A飲食店の従業員より B従業員で短かった
（p<0.01）。 

これらのことから，B飲食店の従業員の睡
眠は，B 飲食店が遅い時刻に営業が開始され
るため，その前に取られる睡眠－覚醒リズム
が，A飲食店の従業員より遅延し，休日でも
そのパターンが変わらないことによって，睡
眠の質が落ちていることが明らかになった。 

そこで生活が夜型になり，疲労や身体部位
に有意差が生じた飲食店 B においてビデオ，
位置検知，姿勢，心拍数，表面体温の客観的
指標を用いて，詳細な労働負担の検討を行っ

た。 
 
 
（２）B飲食店調査 
（２）－１．ビデオ画像による移動頻度の分
析 

B飲食店の多忙の程度に関わる背景要因と
して，利用客の廊下の通過の観察によって
2F の客の人数（増減）を記録した。金曜日
の結果を図７に，火曜日の結果を図８に示し
た。 

 
図７．2Fの客の増減（金曜日） 

 

 
図８. 2F の客の増減（火曜日） 

 
2F の廊下のビデオ画像により，従業員の

移動頻度を観察した。2F の厨房，ホール，
3F への階段，3Fへの階段の４か所の移動の
それぞれの回数を求めた。接客を行うホール
従業員のみを対象とした。金曜日の結果を図
９に，火曜日の結果を図 10に示した。 

金曜では21時～22時の移動頻度が最も高
く、火曜日では 20時～21 時がもっとも高か
った。これは客の人数のピーク時刻の両日の
違いと対応していた。 
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 図９. 2F 廊下の移動頻度（金曜日） 

  

 
図 10. 2F 廊下の移動頻度（火曜日） 

 
2F の廊下でのホール従業員の歩行速度を

観察した。2F の厨房－ホール（客室）間を
移動するホール従業員の全ての移動を対象
とした。これら２か所間の中断のない移動の
みを対象とし，立ち止まったり，移動以外の
作業や動作があった場合は分析から除外し
た。移動の開始はビデオカメラの画像で，従
業員の頭部全体が見られた時点とし，到着は
頭部全体が隠れた時点とした。歩行の距離を
1.5m として歩行速度を算出した。金曜日の
歩行速度の結果を図 11に，火曜日の結果を
図 12に示した。 

歩行速度は，曜日による客の人数の変化の
違いと対応しており，移動の頻度（作業の多
さ）の影響を受けていた。火曜日では 20時
台，22 時台において，平均歩行速度と最大
歩行速度の増加がみられた。これは，来客の
人数だけでなく，帰る客の多い時間帯にも歩
行が速くなる傾向があることを示す。 

 
図 11. 厨房-ホール間（1.5m）の従業員の歩

行の速度（金曜日の結果） 
 

 
図 12. 厨房-ホール間（1.5m）の従業員の歩

行の速度（火曜日の結果） 
 

 さらに手に何を持っていたか別に歩行速
度を比較した（図 13）。この事例では，時刻
によって比較的歩行速度への影響が大きい
のは飲み物を運ぶ場合であった。最も客の人
数が多い 21 時台では，手に持つ物に関わら
ず歩行速度が 4～4.5km/h（＝屋外の通常の
歩行速度）であった。このことは，多忙な時
刻には両手に飲み物を持つあるいは食器を
運ぶ場合でも，歩行速度が遅くならかったこ
とを示す。 

 
図 13.手に持つものごとの歩行速度 

（金曜日，アルバイト女性） 
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（２）－２．位置検知装置による分析 
図 14に位置検知装置を装着したホール従

業員 3名の移動回数，および 2階廊下部分を
撮影したカメラ映像に映り込んだスタッフ
全員の移動回数を示した。 

移動回数の相対的変化は位置検知装置と
カメラ映像で良く似た傾向を示した。したが
って位置検知装置から得たホール従業員の
移動回数がホールの多忙を反映する指標と
なることが明らかになった。 

 
図 14．位置検知装置とビデオ映像から得た 

スタッフの移動回数比較 
 
（２）－３．従業員の業務内容と移動の特徴 

厨房従業員とホール従業員の時間帯別移
動量の推移を図 15に示した。厨房で調理を
行う従業員は，仕込みの時間帯の移動量が多
く，時間経過とともに移動量は減少していた。
一方，ホールで接客業務にあたる従業員では，
開店前の清掃業務と客の多い時間帯の移動
量が多かった。移動回数においても同様の傾
向が確認できた。位置検知装置で得られたデ
ータは業務内容の差異を反映していた。 

 
図 15.厨房従業員とホール従業員の 

時間帯別移動量 
 

（２）－４．作業中の前傾姿勢，心拍数，表
面温度の分析 

厨房従業員およびホール従業員別に，繁忙
な時間である火曜日の20時～22時の体幹傾

斜角度，心拍数，体表面温度の推移を示した。 
厨房従業員の体幹傾斜角度は，一連続作業

時間が長く，直立に近い姿勢（≒90 度）で
作業を行っていることが特徴であった（図
16）。一方，ホール従業員は，客前での配膳
業務に従事することから，10 分に 1回の割
合で，深い前傾姿勢（<90 度）が発生してい
る（図 17）ことが見て取れた。 

 

 
図 16．厨房従業員の体幹傾斜角度 

 

 
図 17．ホール従業員の体幹傾斜角度 

 
厨房従業員の心拍数は，継続的に100～110

回/分で推移していた（図 18）。一方，ホー
ル従業員は，客対応を伴わない時刻帯に一時
的な小休憩を取っており，一時的に 80 回/
分に下がることもあるものの，90 回～100 回
/分を中心に，上昇下降を繰り返しながら推
移していることが特徴であった（図 19）。 

 

 
図 18．厨房従業員の心拍数 
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図 19．ホール従業員の心拍数 

 
厨房従業員の体表面温度は，火元での業務

が多いにも係わらず，34 度前後で推移して
いた。一方，ホール従業員では，35.5 度か
ら，一度，下がるものの 20 時 15 分ごろから
上昇傾向にあり，長時間労働による負担の影
響が窺えた。 

 

 
図 20．厨房従業員の体表面温度 

 

 
図 21．ホール従業員の体表面温度 

 
 
２．飲食店向け安全文化評価ツール試行版，
職場改善チェックリスト試行版の作成 
（１）飲食店向け安全文化評価ツール試行版
の作成 

平成 27 年度に行ったヒアリングによって
飲食店向け安全文化評価ツール試行版は以
下の３要素の相互関係で構成されることに
した。 

・組織が安全性を確保するために構築した体
制・設備・活動などの仕組み 

・組織メンバーがそれらに対して示す態度や
行動 

・組織成員の態度・行動傾向の組織内共有性 
また，第２次産業では，安全確保のための

仕組みに向けられた「組織成員の安全態度・
安全行動」と，それらに対する「管理者層，
現場責任者層，作業者層のそれぞれの職層の
間に認められる共有性（層間共有性）」の２
つの指標から安全文化レベルを評価させる
が，飲食店版では，従業員が少ない特徴があ
ることから，層間共有性は求めず，「自己評
価のみ行い，職層で分けずに集計する」，も
しくは「自己評価のみ行い，職層毎に集計す
る」，人数に余裕があるならば「職層間で相
互評価を行い，職層毎に集計する（共有性得
点は算出しない）」から選択することとした。 

さらに質問項目は「声明の認識」，「安全優
先性」，「手順の遵守」，「安全権限」，「報告手
続き」，「訓練実施状況」，「意志疎通能力」，
「改善への姿勢」，「安全制度の活用」，「外部
との協力」「外部監査の効用」の 10 項目を選
定した。 

 
（２）飲食店向け職場改善チェックリスト試
行版の作成 

これまでの半構造化面接，平成 28 年度に
行った実態調査の結果を踏まえて，「物の移
動と運搬」，「ワークステーション」，「機械の
安全」，「身体環境」，「福利厚生」，「作業にお
ける組織」の領域の 35 項目からなる飲食店
版職場改善チェックリスト試行版を作成し
た（資料Ⅰ）。 

 
３．飲食店向け安全文化評価ツール試行版，
飲食店向け職場改善チェックリスト試行版
の実施 
（１）飲食店向け安全文化評価ツール施策版
の実施 

モデル研究として，各項目について「質問
が職場に当てはまらない」と回答したのは 6
件，項目別で見るといずれも 1～3 件の範囲
であった。回答者毎に 10 項目の平均値を算
出し，各属性において回答に差が存在するか
どうかを確認した。 

その結果，年齢層，性別，外食産業経験年
数，雇用形態（正社員・正職員，アルバイト・
パート，その他）において，有意な差は見ら
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れなかった。一方，職位においては層間に差
が見られた（p <0.01）。また現場責任者・現
場リーダーと作業者の間に有意差が認めら
れた（p<0.01）。 
 
（２）飲食店向け職場改善チェックリスト試
行版の実施 

モデル研究として，チェック項目全 35 項
目の必要性を 1～5 段階で評価させた。各項
目における尺度の平均値が 35 項目全体での
平均値を超える項目に関しては，いずれも限
られたスペースの中で行える作業環境の改
善・仕事の効率化・ミスの防止・コミュニケ
ーションや休憩室などの福利厚生に関する
項目が挙がった。 

平均値を超えない項目に関しては，職場の
レイアウトやカート・安全ガードの使用など
小規模職場の現場では実践しにくいものが
多く挙げられていた。 
 
４．面接調査の結果 

半構造化面接の結果から，飲食業では安全
という言葉からは食中毒などの食の安全（衛
生）を思い浮かべること，製造業よりも手順
や工程がシンプルであること，手順書や業務
マニュアルの厳密さは組織によって幅があ
ることが聴取された。 

また飲食店の従業員は，労働安全衛生対策
として，作業環境の改善，仕事の効率化やミ
スの防止，従業員同士のコミュニケーション，
ロッカー・休憩室設置などの福利厚生に関心
が高いことが明らかになった。 

一方，面接対象者の飲食店が小規模であっ
たことから，手押しカート，安全ガード,の
使用や，小柄な作業者に対する作業面調整，
電気配線など，大幅なレイアウトや動線の改
善を必要とするような人間工学的な改善に
は関心が低いことが明らかになった。また,
グリップ等の普段使用しない物品に対して
イメージがわかず必要性が少ないと判断し
ていることが聴取された。これらはチェック
リスト試行版の実施として行った調査と類
似した結果となっている。 

しかしながら，「狭い現場では作業面の調
整のための台が作業の効率を低下させる」，
「通路が狭くなり事故を生む」などの意見も
得られ，小規模店舗なりの労働安全衛生上の
工夫があることが明らかになった。 

また「パートから正社員まで多様な立場の

者が仕事に対して様々なモチベーションを
持ち働いており，その中で労働安全衛生の考
えを共有・実施していくことが難しい」など
の意見の聴取から多様な従業員のバックグ
ラウンドを考慮した労働安全衛生対策の重
要性も指摘された。そのような中，「SNS を
利用した効率のよい情報共有の取り組み」が
有効であるという意見も聴取でき，コミュニ
ケーションをとる時間や場所が限られた小
規模飲食店舗でもできる新しい情報共有を
はじめとした労働安全衛生対策の可能性が
示唆された。 

現場での良好事例として，「物品や器具の
置き場所の固定化・ラベル貼付」，「作業のマ
ニュアル化」，「通路移動の際の声掛け」など，
事故防止面でのコミュニケーションや，「写
真付きの作業説明用紙」など情報共有や作業
上のミスを防ぐための工夫が多く認められ
た。 

一方，小規模ゆえに，作業面の高さの調整
や大規模なレイアウト変更など，現場の構造
を含めハード面に関わるものに関しての事
例は認められなかった。 

また自由意見においても休日やシフトに
対するチーム内での調整のしやすさ，勤務・
休憩時間・休暇に関する意見，多様な業務経
験が出来るシフト調整等、スキルアップに関
する意見等が良い点として挙げられており，
ソフト面での改善に焦点が当たっていた。自
由意見の中での改善してほしい点に関して
は人手不足・現場の意見を通るようにするな
ど本部・管理職とのコミュニケーションの改
善などが訴えられていた。 
 
Ｄ．考察 

飲食業の労働災害防止のための自主対応
を促進するサポートツール作成のエビデン
スを得るために，実態調査，半構造化面接を
通して，ツールの試作版を用いてモデル研究
を行った。 

とくに横断的に偏りがちな労働安全衛生
対策に業務中の労働負担の時系列解析や睡
眠や休養を含む生活全体を捉えて飲食店向
けのサポートツールを作成しようと試みた。 

同じ形態の飲食店においても，営業時間の
在り方が従業員の労働負担に大きく影響を
もたらしていた。とくに夜型の働き方が睡眠
開始時刻を遅延させ，睡眠の質を悪化させて，
業務中の疲労を進展させていた。したがって
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労働安全衛生対策ツールにも業務中のみな
らず，生活を踏まえた項目の有効性が示唆さ
れた。 

そのような背景要因を受けて行われた B
飲食店での労働負担調査では，業務中の客の
人数や出入りが従業員の移動頻度と関連し
て繁忙度の指標となっていた。また多忙な時
間帯には時間帯ごとの最大歩行速度，平均歩
行速度が増加していた。歩行速度は運ぶ物に
よって自発的に調整されていたが，多忙な場
合には比較的速い均一な歩行速度になる例
があり，多忙度に伴う転倒などのリスク重要
性が示唆された。 

また厨房従業員とホール従業員の労働負
担の違いが客観的に明かになった。厨房従業
員は姿勢変化が頻繁でなく，単位時間あたり
の労働密度が高い特徴がある一方，ホール従
業員は労働密度が高くないものの，清掃を含
めて長時間労働となっているのが特徴であ
った。そのため，注文の空いた際に取られる
小休止で疲労対策をとっていたことが考え
られた。 

安全文化評価ツールの項目選定について
は，各項目とも，「質問が職場に当てはまら
ない」との回答は 1～3 件ずつであることか
ら，選定した 10 項目については飲食業にお
いても当てはまる内容となっていると考え
られた。また，職位間で回答に差が見られた
ことから，飲食業においても職層間比較とい
う調査構造は有効であると思われた。試行版
での調査は自己評価のみであったが，職層間
での相互評価を行うことにより，組織におけ
る安全文化上の問題点がより明らかになる
ことが期待出来ると思われた。 

追加の面接調査の結果からは，質問項目を
改善する端緒を得ることが出来た。例えば
「声明の認識」項目に関しては，「会社の安
全に関する方針．．．」という質問文を「会社
の働く人の安全に関する方針．．．」とするこ
とによって，「客の（食の）安全」ではなく
「働く人の安全」を問うていることがより明
確になると思われた。 

また，外食産業は製造業や建設業などより
も手順や工程がシンプルであるとのことか
ら，状況が変化しているにも関わらず予定通
り作業を遂行することのリスクよりも，安全
性より生産性を重視するリスクに着目すべ
きことも示唆された。そのため，「安全と生
産性」分野からは，安全性と生産性のバラン

スについての「優先性の認識」項目（例えば
「商品の製造・提供のために，働く人の安全
性をおろそかにすることはない」など）を採
用する方が望ましいと思われた。 

さらに，組織によって手順書・マニュアル
の位置付けが大きく異なり，その遵守を求め
る程度の幅が広いとの指摘があることから，
「規則・文書類」分野の項目については，「手
順の遵守」よりも「手順書の改善」（たとえ
ば「現場のノウハウを手順やマニュアルに反
映しようとする」など）を選択することも検
討すべき要因と考えられた。 

一方，本研究で作成した具体的なアクショ
ンチェックリストに関しても，現場活用のた
めの改善についての意見と共に外食産業の
現場の労働安全衛生を取り巻く特徴が示唆
された。 

飲食店では，食品や顧客の安全や健康の意
識が高く，現場の作業者に対する安全や健康
といった概念が定着していないこと，また，
作業者のバックグラウンドが多様であるこ
と，特定の危険 業務（機械や作業工程）に
焦点がしぼりにくいこと，致死的でない災害
事例が多い事からことから現場の労働安全
衛生に関するモチベーションの維持が難し
く，概念の共有や実践に関しての工夫の必要
性など，従来の労働安全衛生のアプローチと
は異なる意識を持って現場改善に取り組む
必要が示唆された。本調査の結果を通じて、
現場の具体的な良好事例のチェックリスト
項目への取り入れや、グリップ等、不明瞭と
意見のあった用語の簡易化を通じてチェッ
クリスト項目自体を外食産業の現場に適応
させるとともに，包括的な職場改善の視点・
専門的に必要とされる職場改善の項目の網
羅といったアクションチェックリストその
ものの持ち味を生かし、現場の作業者・管理
者に労働安全衛生の視点を定着させるよう，
チェックリスト項目のさらなる改善を加え
ていく。 

 
Ｅ．結論 

睡眠や休息など生活全般から生じる労働
負担と業務中に生じる労働負担と合わせて
労働安全衛生対策ツールを開発することの
有効性が示された。試行版ツールのモデル研
究から，質問項目や評価構造を中小規模職場
でも容易に使用出来るように簡易にする必
要性が要求された。その際，とりわけ小規模
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飲食店では，作業者のバックグラウンドが多
様であることや，労働安全衛生を担う人材不
足から，作業者に焦点をあてた労働安全衛生
概念の受け入れが乏しいことが示唆され，こ
れらの要因を加味してツールを開発するこ
とが有効である。 
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